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平成２９年７月度 製造請負・派遣事業動向調査結果

一般社団法人 日本生産技能労務協会は、製造請負・派遣業の事業主団体として、会員企業を対

象に製造請負・派遣業に関する業況判断等について四半期ごとに定期調査を実施しております。

平成２３年４月に第１回を実施し、今回で２６回目となります。

平成２９年７月度の調査結果を下記のとおり取りまとめました。

業況判断ＤＩはプラス５０と、調査開始以降で最高の水準にある  

～人材需要は引き続き旺盛で業況は高水準だが、人材不足は深刻～

【調査結果のポイント】
１．業況判断等

(1) 平成２９年７月の業況判断ＤＩ（「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回答した

企業の割合を引いた数値）はプラス５０で、平成２９年 ４月調査（ プラス４３）に対し

て７ポイント上回り、平成２３年４月の調査開始以降で最高の水準にある。

先行き（３ヵ月後）の業況判断ＤＩはプラス４０となっている。

(2) 取引先数判断ＤＩ（「増加」と回答した企業の割合から「減少」と回答した企業の割合の

数値）はプラス５１となっている。

先行き（３か月後）の取引先数判断ＤＩはプラス４２となっている。

(3) 雇用人員判断について、スタッフ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過

剰」と回答した企業の割合を引いた数値）はプラス９９で、平成２９年４月調査（プラス

９６）より３ポイント上回っている。また、平成２３年４月の調査開始以降で最高の水準

にあり、人材不足は深刻な状況となっている。

先行き（３か月後）のスタッフ社員判断ＤＩはプラス９７となっている。

※用語の説明

【スタッフ社員】：製造業務等に直接従事する労働者

【プロパ社員】 ：製造業務等には直接従事しないで、営業部門や管理部門等、間接業務に

                  従事する労働者

※ＤＩ値について

本調査におけるＤＩとは、各調査項目についての判断の状況を示す。例えば、業況判断

ＤＩは、ゼロを基準として、プラスの値は業況の上向き傾向を表す回答の割合が多いこと

を示し、マイナスの値は業況の下向き傾向を表す回答の割合が多いことを示す。

２．売上額・雇用人員

(1) 回答企業７１社の平成２９年４～６月期売上額の対前年同期増減率は１７.３％増で、

平成２３年４月の調査開始以降で最高の増加率となっている。

(2) 回答企業７１社の平成２９年６月末現在の雇用人員数は１２９,４４５人であった。
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【調査の概要】
１．調査の目的

四半期ごとに、会員企業の製造請負・派遣業に関する業況判断、売上げ動向、雇用人員

等の事項について調査することにより、製造請負・派遣業の現状を明らかにし、事業運営

に役立てるとともに、取引先はじめ関係の皆さまに業界の実情をご理解いただくことを目

的とする（平成２３年４月から調査開始）。

２．調査時期

この調査は、平成２９年６月３０日現在の状況について、平成２９年７月１１日から  

７月２５日に実施した。

３．調査の対象

当協会の正会員（９１社）を対象とした。（回答企業数７２社、回答率７９.１％）。

４．結果表 別紙

【結果の概要】
１．業況判断等

(1) 業況判断

平成２９年７月の業況判断ＤＩ（「良い」と回答した企業の割合から「悪い」と回答し

た企業の割合を引いた数値）はプラス５０で、平成２９年４月調査（プラス４３）に対し

て７ポイント上回り、平成２３年４月の調査開始以降で最高の水準にある。 また、平成

２５年１０月調査以降１６四半期連続でプラス２０以上となっている。（図１）

判断材料として、人材需要は引き続き旺盛な状況にあることを挙げている企業が多い。

一方、人材不足は深刻で、取引条件の見直しや人材マッチング等の対策で人員確保に努め

ているものの、採用コスト等の上昇が利益圧迫要因となっているとする企業もある。

【最近の業況】の判断例 （調査票の「業況判断の理由」欄から抜粋）

・人員受注残がここ数年で最大になっており、スタッフ総数も順調に伸びている。

・人材需要は旺盛で、定着率の改善や単価引上げにより、業績が拡大している。

・人材が確保できず受注に対応しきれないため、売上げが伸び悩んでいる。一方、採用コス

ト上昇のため、利益確保が困難となっている。

（図１）製造請負・派遣業況判断ＤＩの推移
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先行き（３ヵ月後）の業況判断ＤＩはプラス４０と、引き続き高い水準にある。（図１）

判断材料として、顧客からの発注は引き続き堅調で、業況は好調に推移するものとみて

いる。人材の確保については、採用難は継続するとみており、採用方法や定着対策の強化

等による工夫で対応しようとする取組みもみられる。

【先行きの業況】の判断例 （調査票の「業況判断の理由」欄から抜粋）

・採用コストの高騰や受注対応への不安は残るものの、既存取引先だけでなく新規取引先か

らも継続して受注が見込める。

・受注数は増加傾向にあり、今後も人員確保や定着に関する取組みが重要と考えている。

・受注案件はあるが採用コスト増や受注人数確保に苦戦しており、売上は微増の見込み。

(2) 取引先数判断

平成２９年７月の取引先数判断ＤＩ（「増加」と回答した企業の割合から「減少」と回

答した企業の割合を引いた数値）はプラス５１で、平成２９年４月調査（プラス４９）に

対して２ポイント上回り、平成２６年７月調査（プラス５４）に次いで高い水準にある。

先行き（３か月後）の取引先数判断ＤＩは、プラス４２となっている。

(3) 雇用人員判断

① スタッフ社員

平成２９年７月のスタッフ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過剰」

と回答した企業の割合を引いた数値）はプラス９９で、平成２９年４月調査（プラス９６）

に対して３ポイント上回っている。平成２３年４月の調査開始以降で最高の水準にあり、

人材不足は深刻な状況となっている。また、平成２７年１月調査以降、１１四半期連続で

プラス値が９０以上となっている。（図２）

先行き（３か月後）のスタッフ社員判断ＤＩはプラス９７となっている。（図２）

人材需要は衰えず人材不足が常態化している中、採用コストの高騰で業績への影響を懸

念する企業も見られる。

（図２）スタッフ社員判断ＤＩの推移
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② プロパ社員

平成２９年７月のプロパ社員判断ＤＩ（「不足」と回答した企業の割合から「過剰」と

回答した企業の割合を引いた数値）はプラス５３で、平成２９年４月調査（プラス４７）

より６ポイント上回り、平成２３年４月の調査開始以降で最高の水準にある。

先行き（３か月後）のプロパ社員判断ＤＩはプラス５０となっている。

２．売上額・雇用人員

(1) 売上額

回答企業７１社の平成２９年４～６月期売上額の対前年同期比増減率 は１７.３％増

で、平成２３年４月の調査開始以降で最高の増加率となっている。  また、中小事業者

の対前年同期比増減率も平成２９年１～３月期の８.４％増から平成２９年４～６月期は

１３.９％増へ上昇している。

会員企業の売上額の対前年同期比増減率の分布をみると、１０～１９％増が３５.２％と

最も多く、次いで２０％～増が２８.２％であり、 増減率がマイナスとなった企業は   

１１.２％となっている。

(2) 雇用人員

回答企業７１社の平成２９年６月末現在の雇用人員数は１２９,４４５人であった。

内訳を見ると、スタッフ社員が１２１,６８９人で全体の９４.０％を占めている。

スタッフ社員の内訳は、労働者派遣により就業する社員が９４,３０２人（スタッフ社員全

体の７７.５％）、請負等の現場に就業する社員が２７,３８７人（同２２.５％）となってい

る。プロパ社員は７,７５６人、全労働者のうち外国人労働者は１１,０６７人であった。

以上
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（別紙）

（１）業況判断 （％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

良い 50 38 63 13 58 -5

さほど良くない 50 58 38 -12 38 0

24 悪い 0 4 0 0 4 4

(24) 業況判断ＤＩ 50 34 63 13 54 -9

良い 44 46 48 4 38 -10

さほど良くない 52 52 48 -4 58 10

48 悪い 4 2 4 0 4 0

(48) 業況判断ＤＩ 40 44 44 4 34 -10

良い 46 43 53 7 44 -9

さほど良くない 51 54 44 -7 51 7

72 悪い 3 3 3 0 4 1

(72) 業況判断ＤＩ 43 40 50 7 40 -10
（注） １．「良い」、「さほど良くない」及び「悪い」の各数値は、　回答社数に占めるそれぞれの回答割合（％）を示す。

２．「業況判断ＤＩ」は、「良い」（回答社数構成比）－「悪い」（回答社数構成比）。

　　（以下、取引先数判断及び雇用人員判断についても同様。）

３．「最近」は回答時点を、「先行き」は３ヵ月後を示す。

４．「最近」の変化幅は、前回調査の「最近」との対比。「先行き」の変化幅は、今回調査の「最近」との対比。

５．規模区分は平成29年1～3月期の売上げ額が10億円以上の企業をＡ群、10億円未満の企業をＢ群とした。

６．社数欄は平成29年7月調査の回答企業数、カッコ内の数値は平成29年4月調査の回答企業数を表す。

７．全ての回答割合は四捨五入を行っているため、必ずしも合計が100％にならない。

（２）取引先数判断 （％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

増加 54 46 58 4 46 -12
ほぼ同じ 42 50 42 0 50 8

24 減少 4 4 0 -4 4 4
(24) 取引先数判断ＤＩ 50 42 58 8 42 -16

増加 52 52 48 -4 42 -6
ほぼ同じ 44 46 52 8 58 6

48 減少 4 2 0 -4 0 0
(48) 取引先数判断ＤＩ 48 50 48 0 42 -6

増加 53 50 51 -2 43 -8
ほぼ同じ 43 47 49 6 56 7

72 減少 4 3 0 -4 1 1
(72) 取引先数判断ＤＩ 49 47 51 2 42 -9

（注）

１）スタッフ社員 （％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

不足 100 100 100 0 100 0
適正 0 0 0 0 0 0

24 過剰 0 0 0 0 0 0
(24) スタッフ社員判断ＤＩ 100 100 100 0 100 0

不足 94 90 98 4 96 -2
適正 6 10 2 -4 4 2

48 過剰 0 0 0 0 0 0
(48) スタッフ社員判断ＤＩ 94 90 98 4 96 -2

不足 96 93 99 3 97 -2
適正 4 7 1 -3 3 2

72 過剰 0 0 0 0 0 0
(72) スタッフ社員判断ＤＩ 96 93 99 3 97 -2

A群

Ｂ群

合計

A群

Ｂ群

合計

「取引先数」は取引先が同一企業でも工場が別個なら別カウント。

（３）雇用人員判断

区分
平成２９年４月調査 平成２９年７月調査

規模区分
社数

A群

Ｂ群

合計

区分
平成２９年４月調査 平成２９年７月調査

規模区分
社数

製造請負・派遣事業動向調査　結果表－平成２９年７月度調査

一般社団法人 日本生産技能労務協会

1．判断項目

規模区分
社数

区分
平成２９年４月調査 平成２９年７月調査
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２）プロパ社員 （％ポイント）

最近 先行き 最近 先行き
変化幅 変化幅

不足 67 58 71 4 75 4
適正 33 42 29 -4 25 -4

24 過剰 0 0 0 0 0 0
(24) プロパ社員判断ＤＩ 67 58 71 4 75 4

不足 42 48 44 2 38 -7
適正 54 50 56 2 63 7

48 過剰 4 2 0 -4 0 0
(48) プロパ社員判断ＤＩ 38 46 44 6 38 -7

不足 50 51 53 3 50 -3
適正 47 47 47 0 50 3

72 過剰 3 1 0 -3 0 0
(72) プロパ社員判断ＤＩ 47 50 53 6 50 -3

（１）平成２９年４～６月期の売上額に関する対前年同期比増減率
Ａ群 Ｂ群 合計
24 47 71

17.9% 13.9% 17.3%

20%～ 25.0% 29.8% 28.2%
10%～19% 45.8% 29.8% 35.2%
0%～9% 29.2% 23.4% 25.4%

▲0%～▲9% 0.0% 8.5% 5.6%
▲10%～▲19% 0.0% 6.4% 4.2%

▲20%～ 0.0% 2.1% 1.4%

（２）雇用人員

労働者数
（人）

構成比
（％）

労働者数
（人）

構成比
（％）

労働者数
（人）

構成比
（％）

93.9% 94.4% 94.0%

(100%) (100%) (100%)

72.2% 76.5% 72.9%

(76.8%) (81.0%) (77.5%)

21.7% 18.0% 21.2%

(23.2%) (19.0%) (22.5%)

6,631 6.1% 1,125 5.6% 7,756 6.0%

109,301 100.0% 20,144 100.0% 129,445 100.0%

9,392 8.6% 1,675 8.3% 11,067 8.5%

（注） 構成比のうち（）内は、スタッフ社員数に占める労働者派遣により就業する社員数及び請負等の現場に就業

する社員数の割合を表す。

以上

　スタッフ社員数

A群

Ｂ群

　　うち、外国人労働者数

増
減
率
分
布

（
構
成
比

）

規模区分

請負等の現場に
就業する社員数

労働者派遣により
就業する社員数

　プロパ社員数

総労働者数

企業数

対前年同期比増減率

平成２９年６月３０日現在

労働者の属性

Ａ群 Ｂ群 合計

102,670 19,019 121,689

15,402 94,302

23,770

78,900

3,617 27,387

合計

２．四半期項目

区分
平成２９年４月調査 平成２９年７月調査

規模区分
社数
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